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１．開     会 

 

○青木商標課長 ただいまから、産業構造審議会知的財産分科会商標制度小委員会、第

11 回商標審査基準ワーキンググループを開催いたします。 

 委員の皆様におかれましては、本日も御多忙の中、御参集をいただきましてまことにあ

りがとうございます。 

 

２．挨     拶 

 

○青木商標課長 審議に入ります前に、諸岡審査業務部長から一言御挨拶がございますの

で、よろしくお願いします。 

○諸岡審査業務部長 皆様、おはようございます。審査業務部長の諸岡でございます。 

 本日の御参集に対しまして、改めまして御礼を申し上げたいと思います。 

 前回、第 10 回のワーキンググループは今年の２月３日に開催いたしました。新しいタ 

イプの商標の審査基準を御審議いただきまして、10 回にわたった公開の場での審議を重 

ねていただきました。１カ月のパブリックコメントを経まして、今年３月に審査基準の改 

訂を公表したところでございます。 

 その後の状況の変化等につきまして、若干説明をさせていただきたいと思いますが、ま 

ず新しいタイプの商標の出願でございますが、４月１日に出願受付を開始いたしました。 

現在まで、特許庁には 850 件を超えます出願受付がなされているところでございまして、 

新しい制度に寄せますユーザの期待が感じられるところでございます。ちなみに、音と色 

が７割を超えております。目下、審査部門におきまして慎重に審査の準備に当たっており 

ます。今後、こうした新しいタイプの商標を企業のブランド戦略に、ぜひ活用いただきた 

いところでございます。 

 次に国会周りでございますが、先週までに特許法等の改正が国会で可決・成立したとこ 

ろでございます。この改正には、商標法に関するシンガポール条約の加入と、その実施の 

ための法整備、それから、商標料金の約２割の引き下げというものも含まれておりまして、
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公布後１年以内を施行の目途としてございまして、今後、施行の準備をしていくところで 

ございます。 

 さて、このワーキンググループで御審議いただきます商標審査基準でございますが、昭 

和 46 年、1971 年に制定しておりまして、その制定以来、累次法律改正に伴う部分的な改 

訂を重ねてきたところでございます。他方で、商取引を取り巻く環境の変化、社会情勢の 

変化、ユーザのニーズの変化等が進みまして、またユーザの皆様からも、更に明確で分か 

りやすい審査基準とするようにというような要望も寄せられているところでございます。 

 このような中で、本年６月に官邸の知的財産戦略本部が決定いたしました『知的財産推 

進計画 2015』におきまして、「国内外のユーザにとって明確かつ分かりやすい審査基準と 

するよう、その記載内容を見直し、改訂すると明記がなされました。また、この６月に商 

標制度小委員会からも、商標審査基準について審査基準の基本的な構成を見直すとともに、 

簡潔かつ明確にして、理解しやすい記載にすることが望ましいとされまして、このワーキ 

ンググループでの検討が付託されたところでございます。 

 今まで、ある意味では精緻に構築されました審査基準ではございますが、この見直しは、 

全く新しいものを作るということとは別の困難さを伴うものと思っております。概念であ 

るとか条項の関連性を含め、丁寧に解きほぐしながら、また、関係の皆様との一定の理解 

も得ながらということで取り組んでいかなければいけないと思っております。 

 小塚座長の下委員の皆様におかれましては、引き続き、当ワーキンググループにおきま 

して熱心なる御審議、御協力をお願いするとともに、審査基準の内容面又は構成面につい 

ての全面的な見直しについての検討をぜひお願いしたいと思います。 

 冒頭に当たりまして挨拶といたします。よろしくお願いいたします。 

○青木商標課長 ありがとうございました。 

 

３．議事次第の紹介並びに配付資料の確認 

 

○青木商標課長 それでは、以後の議事進行は小塚座長にお願いいたします。よろしくお

願いします。 

○小塚座長 おはようございます。 

 それでは、早速でございますが、本日の議事次第の御紹介をいたします。 

 まず最初に、商標審査基準を今後、どういう検討事項について、それから、どういうス
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ケジュールで検討していくのかということについて御審議をいただきます。その後、各論 

ということで、使用による識別性の審査基準について、それから国、地方公共団体等の著 

名な標章の審査基準について、こういう順序で議論をさせていただきたいと思っておりま 

す。 

 それでは、配付資料の確認を事務局からお願いいたします。 

○青木商標課長 それでは、資料の確認をさせていただきます。配付資料でございますが、

議事次第・配付資料一覧、委員名簿、資料１．商標審査基準の今後の検討事項とスケジュ

ール（案）、資料２．使用による識別性の審査基準について（案）、資料３．国、地方公共

団体等の著名な標章の審査基準について（案）、参考資料としまして、１．商標審査基準

の見直しについて、参考資料２．商標審査基準改訂に伴う主な論点、参考資料３．商標審

査基準改訂のイメージ（３条１項１号の改訂）、参考資料４．商標法３条２項適用に関す

る要望（日本弁理士会商標委員会）、参考資料５．商標法３条２項に関する裁判例、以上

でございますが、資料の欠落等はございませんでしょうか。 

 よろしゅうございますか。 

 それから、今回、委員が１名、異動がございます。日本知的財産協会の池田前委員から、

今回、本田順一委員に交代をいただいております。本田委員、どうぞよろしくお願いいた

します。 

○小塚座長 ありがとうございました。ホンダ先生がお２人になりましたので、漢字は違 

うのですけれども、本田順一先生、本多敬子先生というふうにお呼びしたいと思います。 

 

４．議   題 

1．商標審査基準の今後の検討事項とスケジュール 

 

○小塚座長 それでは、早速、第１の議題であります商標審査基準の今後の検討事項とス

ケジュールについてということで、事務局から御説明をいただきます。 

○木村商標審査基準室長 審査基準室の木村です。よろしくお願いします。 

 資料１．商標審査基準の今後の検討事項とスケジュール（案）でございます。 

１．商標審査基準等の見直しの必要性でございます。商標審査基準につきましては、商 

標審査実務と密接にかかわる商標法の適用についての基本的な考え方をまとめたものであ 

ります。審査における一般的な指針としての位置づけに加えまして、出願人あるいは代理
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人の方々が、特許庁における実務に対する理解を深めていただくということで広く利用さ 

れているものでございます。 

 現行の商標審査基準でございますけれども、昭和 46 年に初版が発行されて以来、部分 

的には改訂を重ねてきておりますが、審査基準全体を見回して、用語の統一も含めて十分 

な見直しはなされていないという状況にあります。他方、ユーザの皆様方から、この商標 

審査基準につきまして、さらに明確でわかりやすいように、あるいは商取引を取り巻く環 

境、裁判例の蓄積とかいろいろ状況が変化していくという中で、この商標審査基準につい 

ても全体的に見直しをする時期に来ているのではないかという御指摘をいただいておりま 

す。 

 その見直しに当たっては、我々は商標審査基準というものを審査基準ワーキンググルー 

プで御審議をいただきながら策定しているところでございますけれども、もう１つ「商標 

審査便覧」というものもございます。これは審査基準を補うようなものとして、手続的な 

ものとか、そういったものを中心に特許庁で策定して公表しているものでございますけれ 

ども、これについても実務に相当大きい影響がありますので、基準との関係についても明 

確に整理していく必要があるということでございます。 

 あとは、先ほど部長からもありましたが、知的財産戦略本部において決定された「知的 

財産推進計画 2015」において、商標審査基準の改訂について言及がなされているところ 

でございます。 

 今回、２．ですけれども、商標審査基準等の見直しの方針ということで、大きく３つほ 

どあげております。 

 １つは内容面の見直しでございます。ここは、まさに環境の変化でありますとかユーザ 

の皆様方のニーズ、それから、近時の裁判例の動向等を踏まえて審査基準の内容を見直し 

をするということになります。特に、本文中に挙げております例示、例えば、こういうも 

のが該当号に該当するとか、こういう記載もあるんですけれども、その例示についても見 

直しをしたらどうか、内容をアップデートしたらどうかというようなことも必要かと思っ 

ております。 

 次のページですが、構成面の見直しということになります。これは、もちろん商標審査 

基準というのは審査官にとっての運用指針ということで非常に重要なものでございますけ 

れども、対外的にも、出願人あるいは代理人の方々の利用に資する上での読みやすさも考 

慮する必要がございますので、構成全体の整理あるいは用語の統一といったものも必要に
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なってくるということであります。さらに構成面の見直しに当たっては、特許庁の場合に 

は、特許・実用新案・意匠とそれぞれ審査部門がございますけれども、特許・実用新案審 

査基準、意匠審査基準といったところの審査基準の構成面を参考にしながら見直しをして 

いくということも必要だと思います。 

 それで、先ほど申し上げましたけれども、（３）審査便覧との関係についてということ 

で、今回、商標審査基準を見直しするに当たって、審査便覧との関係も明確に整理すると 

いうことを考えております。１つは①ですが、商標審査基準の役割ということで、審査基 

準は商標法の適用についての基本的な考え方、解釈・運用等を条文ごとにまとめている。 

商標審査便覧ですけれども、審査便覧につきましては、審査実務を遂行する上で必要な手 

続的事項あるいは留意事項等を体系的にまとめたものとして、商標審査基準を補足するも 

のという位置づけです。具体的にはということで、手続的な事項あるいは適用対象となる 

リスト、あるいは項目ごとに基準の内容を整理したもの、さらに、その基準の内容を詳細 

に説明するもの、こういったものが審査便覧の内容になろうかと考えております。 

 個別論点の検討スケジュールということですけれども、27 年度、28 年度の２年間にわ 

たって、この全体的な見直しをしていこうと考えております。 

 それで 27 年度ですけれども、主に商標の識別性関連、３条ということですが、本日が 

第 11 回ということで、使用による識別性（３条２項）に関する論点整理、それから国、 

地方公共団体等の著名な標章、これはオリンピック関連を含むということで４条１項６号 

に関する検討。 

 第 12 回、これは２カ月後になりますけれども、３条１項６号になりますが、標語とか 

キャッチフレーズに関する検討、それから３条１項全体、柱書きに関する検討。 

 第 13 回ですけれども、使用による識別性（３条２項）に関する検討、それから、普通 

名称、慣用商標、商品の品質表示等に関する検討。 

 次のページですけれども、１月に第 14 回ということで、３条１項４号、５号、６号に 

関する検討。それから、全体の取りまとめになりますけれども、識別性に関する審査基準 

改訂案のまとめ、国、地方公共団体等の著名な標章に関する審査基準改訂案のまとめ。 

 これを行いまして、パブリックコメントを経まして、来年の３月には基準改訂案の決定 

をするというスケジュールで考えております。それで、施行は４月１日ということでござ 

います。 

 それから平成 28 年度ですけれども、これは主に不登録事由ということで第４条、それ
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からその他ということを考えております。特に４条は４条１項の号数が多いんですけれど 

も、割と審査の実務において非常に重要な点から審議をいただきたいと考えていまして、 

第 16 回、４条１項 11 号、４条１項８号、他人の氏名、略称等に関する検討。 

 その後が第 17 回、４条１項 11 号を引き続き検討していきたいと思っております。特

に４条１項 11 号に関して言いますと、取引実情説明書という、これについて要望等をい

ただいておりますので検討していきたいと考えております。あとは公序良俗（４条１項７ 

号）に関する検討です。 

 第 18 回、引き続き４条１項１１号、類否判断、これは特に新しいタイプの商標の審査

基準ですけれども、審査基準を改訂するときに、なるべく具体的な事例を今後織り込むよ

うにという御指摘をいただいておりますので、これも引き続き検討していきます。あとは

商品等が当然備える特徴、これも新しいタイプの商標導入に伴って改訂した基準でござい

ますけれども、これについても検討を行う。 

 第 19 回ですけれども、周知性（４条１項１０号、１９号）、それから、商品または役

務の出所の混同（４条１項１５号）に関する検討、品質の誤認（４条１項１６号）に関す

る検討ということを考えております。 

 第 20 回ですけれども、これは４条１項全体、それから１号、２号、３号、５号、４号、 

９号、次のページで 12 号、14 号、17 号ということで、ちょっと数は多いんですけれど

も、構成面の改訂も踏まえながら、これを検討していきたい。あとは地域団体商標に関す

る検討、それから４条１項、３項に関する検討のまとめ。 

 第 21 回ですけれども、商標登録出願、これは特定に関するものを今回改訂しておりま 

すが、５条関係の検討、それから補正の却下（１６条の２、17 条）に関する検討、これ

を御審議いただきたいと思っております。 

 あとは 1 月ですけれども、これは「商標法制定の趣旨に反する」ことを拒絶理由とす

ることに関する検討です。あとはその他の検討ということで、それらを取りまとめて基準

改訂案のまとめを行うということを考えております。 

 その後にパブリックコメントを経まして、３月にはその改訂案の決定をいたしまして、 

４月１日に施行を行う。そ 

 27 年度、28 年度、審議事項は盛りだくさんですので、一応、それぞれ予備日を設けて 

おりまして、審議の内容によってはもう一回増やして審議をいただくということも考えて 

おります。ちょうど２年ですけれども、２年まとめて改訂するのではなくて、27 年度は
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27 年度の改訂部分、28 年度は 28 年度の改訂部分ということで、早く御審議をいただい

た部分については、随時改訂を行っていくということを考えております。 

参考資料を御説明させていただきます。 

 参考資料１でございますけれども、これは商標制度小委員会、６月 26 日開催でござい 

ますが、「商標審査基準の見直しについて」ということで、２．ですが、商標審査基準の 

見直しの方向ということでユーザの便宜に資するものであることを考慮し、簡潔かつ明確 

にして理解しやすい記載にすることが望ましい。それから、商標審査のさらなる的確性の 

向上と、商標制度を利用するユーザの予見可能性の向上を図ることが望ましい、こういう 

御指摘をいただいております。今後の進め方としましては、ワーキンググループにおいて 

優先度の高い項目から順次検討を行うこととされております。 

 それから、参考資料２でございます。これは内容面の検討になってくるかと思いますけ 

れども、事務局のほうで今回、商標審査基準ワーキングを開催する前に各団体の皆様方か 

らいろいろな意見、あるいは特許庁内でもいろいろな改善すべき点とか、そういったもの 

を広く募りましてまとめたものでございます。 

 簡単に申し上げますと３条から順番に書いております。３条１項柱書きでございますけ 

れども、これは平成１９年４月から実施しております商標の使用または使用意思の確認に 

ついてです。これについても、業界によっては取り扱う商品・役務の分野が幅広いという 

こともあって、一律に３条柱書きの適用が望ましいのかどうかということで、ぜひ検討し 

ていただきたいという御指摘をいただいております。 

 それから１号、２号、これは普通名称、慣用商標でございますが、これについては、慣 

用商標に該当する例あるいは普通名称に該当する例ということで基準上明記しております 

けれども、これが今の経済情勢に合っているのかどうかという御指摘もいただいておりま 

すので、ここも、ぜひ業界の皆様方も含めて、我々も十分情報収集をしながら適切な事例 

に変えていきたいと考えております。 

 それから３号ですけれども、これも要望をいただいているところでございますが、歌手 

名・グループ名による商標の取り扱いということで、「歌手名・音楽グループ名」よりな 

る商標が、例えば第９類の「録音または録画済みの記録媒体」を指定して出願された場合 

には、現在の運用ですと、「商品の品質」あるいは「役務の質」に該当するとして３号を 

適用する運用を行っている。ですけれども、「歌手名・音楽グループ名」を利用した商品 

化事業を行うに際して商標権を利用できないのは問題があるのではないか。商品化事業に
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は商標権という安定した権利が必須であり、「歌手名・音楽グループ名」が有名であるほ 

ど、保護のニーズが高いのではないか、こういう御指摘もいただいております。これに関 

しては、幾つか裁判例等もございますので、そういった点も含めて検討する必要があるの 

かなと考えております。 

 あとは独占適応性の明確化ということで、裁判例で３号の判断において独占適応性があ 

るのかどうかということでございますけれども、それは審査基準で明記すべきかどうかと 

いうことです。 

 あと品質等を間接的に表示する例ということで、現在、「品質」「効能」「用途」を間接 

的に表示するものというのは本号に該当しないというふうに記載されておりますけれども、 

その例示が具体的にないということですので、こういったものも入れたらいいのではない 

かという御指摘です。 

 あと書籍の題号の取り扱いについても、現行の基準ですと、書籍の題号は、直ちに特定 

の内容を表示するときは品質を表示するものとされておりますが、出願に係る商標が書籍 

の題号に該当することや、直ちに特定の内容を表示するというのは、一体どういうことな 

のかということで、そういった判断基準についても明確化が必要ではないかという御指摘 

です。 

 あとは４号「ありふれた氏」、これは今、50 音別電話帳等を基準上明記しておりますけ 

れども、これについても適切なのかどうか、あるいはもっと事例が必要なのではないかと 

いった御指摘がございます。 

 ５号「ローマ字と数字の組み合わせの取り扱い」が、現行の基準上は明確ではありませ 

んので、これも審決例あるいは裁判例等が相当程度蓄積されておりますので、そういった 

例も踏まえて基準上、明示すべきではないかという御指摘もいただいております。 

 次のページですけれども、３条１項６号です。３条１項６号につきましても事例の検討、 

それから、これは要望をいただいておりますけれども、標語（キャッチフレーズ）の取り 

扱いということで、現行の基準でいきますと、標語、例えばキャッチフレーズということ 

で、これに該当するものは原則として６号に該当するというようなことになっております 

が、そもそも基準としてどう明確化すべきかということで、例えばということで、出願に 

係る商標が「標語」という概念に該当するかではなく、「極めて冗長な言葉より構成され 

ているが故に自他商品役務の識別をすることができない」商標であるか否か等の観点から 

審査基準を明確化すべきではないかという御指摘をいただいております。 
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 それから３条２項ですが、これは大きく４つほどの論点をいただいておりまして、１つ 

は需要者の認識の地理的範囲ということで、現在、全国的に認識されているということで 

「全国的に」という言葉が使われております。「全国的に」という言葉が、必ずしも適当 

なのかどうかという御指摘をいただいております。 

 それから、出願商標と使用商標の同一性ですけれども、これについても立体商標を中心 

に裁判例が蓄積されておりますので、この同一性についても、どの程度まで同一性を認め 

るのか、こういった点について見直しをすべきではないかという御指摘をいただいており 

ます。 

 あとは出願商標の商品・役務と使用商標の商品・役務の同一性。これは現行の基準です 

と、商品・役務に関して言いますと「同一の場合のみとする」という記載しかないのです 

が、裁判例でいきますと、完全な同一だけではなくて、ある程度幅を持たせるようなもの 

も幾つか出てきておりますので、これも踏まえて見直しをすべきではないかという御指摘 

です。 

 あと立証事実と証拠の記載についてということで、これは同業者の証明書あるいは公的 

機関の証明書が証拠方法として現行の基準に書いてありますけれども、こうした証明書が 

あれば需要者の認識度が推定されるかのような記載は、主張すべき事実と証拠との関係を 

わかりにくくして適当ではないのではないかという御指摘をいただいておりますので、こ 

の関係についても明確化する必要があるのではないかということです。 

 あと４条ですけれども、４条１項６号、これは要件ごとの記載の追加ということで、現 

行の６号につきましては、著名な標章の該当例のみが個別に列記されています。ですので、 

「著名性」の判断の具体的な基準とか、あるいは要件ごとの判断基準が記載されておりま 

せんので、これは明記する方向で検討してはどうかということでございます。 

 あとは７号、公序良俗で、これも事例の追加等を行って予見可能性を高めるべきではな 

いか。 

 あとは８号ですけれども、８号も要望をいただいている点がございます。これは著名な 

者の取り扱いということで、著名な者の氏名をその者が取り扱う商品・役務に使用しても、 

需要者は当該著名な者のみを理解、認識するものであり、他人の人格権を毀損する恐れは 

ない。したがって、著名な者が自分の氏名を出願した場合、同一氏名の他人が存在しても 

８号を適用せず、登録を認めるべきではないか、こういう御指摘をいただいております。 

 あとは外国人の取り扱いですけれども、外国人の氏名につきましてはミドルネームがあ
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る場合もございます。これについては、ミドルネームの取り扱いというのはフルネームに 

含まれるのかどうかといった取り扱いを基準上明確化すべきではないかという御指摘です。 

 あとは著名性の判断基準ですけれども、著名性については、商品または役務との関係を 

考慮する旨審査基準に明記されておりますけれども、例えば最高裁判所の判決では、その 

略称が本人を指し示すものとして一般に受け入れられているか否かを基準とするといった 

判断が示されておりますので、こういった点を踏まえて見直しをすべきではないかという 

御指摘です。 

 次のページで４条１項１１号、これも論点がいろいろありますけれども、現行の類否に 

関する判断基準は、特に称呼に関する具体的な例が多く記載されておりますが、商標の類 

否自体は外観、観念、称呼等を総合して判断して、商品または役務に係る取引の実情を踏 

まえて全体的に考察すべきというふうになっておりますので、称呼以外にも、外観とかそ 

ういったところの判断基準及び具体例も含めて、もうちょっと書き方をバランスよくした 

らいいのではないかという御指摘をいただいております。 

 それから、新しいタイプの商標の類否の具体的な例、あるいは類否基準を追加すべきで 

はないかということです。 

 あとは取引実情説明書、これは１１号を引用した場合に引用商標権者からの説明書をい 

ただいて１１号の判断の資料とするということですけれども、これの利用が低いというこ 

とで、もう少し使いやすいようにしたらいいのではないかという御指摘です。 

 あとは存続期間満了後の取り扱い、結合商標、称呼の類否についてといろいろいただい 

ております。 

 それから、１６号については品質の誤認ですけれども、これは「被服」の生産というこ 

とで、今、具体的な基準の例として商標中に、例えば「イギリス」の文字があった場合に 

は「イギリス製の服」というような１６号の対応の仕方が書いてあるのですが、実際、被 

服の生産というのは製造委託ということで、主に第三国で行っている場合が多いというこ 

とで、このあたりも実情にあわせて例示についても検討したらどうかということをいただ 

いております。 

 あとは、「ＪＩＳ」とか「ＪＡＳ」あるいは「特許」といった一定の品質をあらわすよ 

うな文字がある場合には、付記的な部分に限って、その部分を削除して 16 号を解消する 

といった基準が書いてありますけれども、これが付記的な部分に本当に限られているのか 

どうか、あるいは構成要素そのものであった場合にどう判断すべきかといったところにつ
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いての御指摘をいただいております。 

 それから１６条、これは手続的なことですが、政令で定める期間の基準日ということで、 

出願から１年６カ月が政令で定める期間ということで、その期間内拒絶理由を発見しない 

場合には登録ということになりますが、この拒絶理由を発見した日とは、商標審査基準に 

おいて発送した日というふうに書いてあるのですが、これは書面を基準とした日になって 

いて、オンライン手続の場合には、必ずしもこれを前提とした手続規定になっていないと 

いう御指摘もありますので、これについて見直したらどうかという御指摘をいただいてお 

ります。 

 あとは商標法制定の趣旨違背ということで、１５条の拒絶理由が限定的なものであれば、 

商標法制定の趣旨違背というのはどういう位置づけにするのかという御指摘をいただいて 

おります。 

 あとは全体的なこととして、構成を理論的に整理すべきではないかという御指摘をいた 

だいております。 

 それから参考資料３ですけれども、これは事務局のほうで構成面の、こう変えたらどう 

かということでイメージをつくりました。右側が現行の審査基準ですけれども、３条１項 

１号（商品または役務の普通名称）に関する審査基準です。 

 １で、本号でいう「普通名称」とは、その名称が特定の業務を営む者云々、例として 

「時計」について「時計」、美容について「美容」、それから２．で普通名称には略称、俗 

称も含まれる、それで略称、俗称の例が書いてあります。３．で、「普通に用いられる方 

法で表示する標章」には、特殊な対応は該当しない。その際に取引の実情を十分に考慮す 

るものとすると書いてあって、次に４．に商品または役務の普通名称をローマ字または仮 

名文字で表示するものは、「普通名称」に原則として該当する。 

 あとは、新しいタイプの商標について追加されているということですけれども、そうい 

う意味ではここを、左側ですが、条文の趣旨、条文の判断すべき事項を中心に記載を分け 

たらどうかということで、大きく１．「普通名称」についてという形にしております。そ 

れで、２として「普通に用いられる方法で表示する標章」、大きくこの２つに分けており 

ます。 

 具体的には「普通名称」についてということで、（１）「普通名称」とは、その名称が 

云々ということで例を記載しております。（２）として、「普通名称」には、原則として略 

称、俗称も含まれます。あと具体例が書いてあります。（３）として、「普通名称」には漢
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字で表示されるもの、あるいは仮名文字、ローマ字で表示したものも含まれる、それで例 

示を書いてあります。 

 次に、「普通に用いられる方法で表示する標章」ということで、これについては特殊な 

態様のものは含まれない。この判断においては、取引の実情を十分に考慮する。あとは、 

新しいタイプの商標についてそれぞれ書いている。 

 主に構成面から言うと、こういう条文に沿った形でそれぞれの判断基準、具体例といっ 

たものを書き分けているというイメージでどうかということで提示させていただいており 

ます。 

 こちらのほうからは以上になります。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 それでは、今御説明いただいた内容について御自由に御意見をいただきたいと思います。 

資料１は、御審議いただいた上で最終的にこの場で決定していただくという扱いです。１ 

の見直しの必要性自体は、今から必要性がないと言われても、ちょっと困ってしまうので 

すけれども、見直しの方針、スケジュールについてこれでよいかということを御審議いた 

だきたいということです。 

 それでは、どうぞ御自由に御発言をお願いいたします。 

 林先生、お願いします。 

○林委員 おおむねスケジュール及び対象についてはこれでよろしいと思います。 

それで質問でございますが、資料１の２．見直しの方針の（３）の審査便覧との関係に 

ついて、基本的には解釈や運用にかかわるものについては審査基準のほうに盛り込まれる 

べきで、そのほうが国内外のユーザにとっては一覧性があってわかりやすいと思うのです 

が、②の審査便覧の（ウ）のところで、立体商標等の項目ごとに関連する審査基準の内容 

を整理したものと書かれています。ここで言う審査便覧の対象には、立体商標等という中 

に、例えば「新商標」も入るのかとか、ここは審査基準に書いていないことが便覧に書か 

れるのか、それとも審査基準のほうに書かれている内容を項目ごとに整理するという意味 

なのか、ご趣旨を確認させていただけますでしょうか。 

○小塚座長 ありがとうございます。お願いします。 

○木村商標審査基準室長 審査便覧については、事務局のほうで審査基準以外の分につい 

てはそれぞれ検討して公表・発表しているものでございます。それで（ウ）でございます 

けれども、確かに今回、新商標を導入したことによって商標審査基準自体は策定している
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のですが、この基準ワーキングでも御指摘をいただいたとおり、例えば動きの商標あるい 

は音の商標といったようなタイプ別に、３条、４条、５条というような一覧性があるもの 

をユーザの利便性の観点からつくったらどうかという御指摘をいただいておりまして、こ 

れも我々は今検討しているところですけれども、そういったものに今回、審査便覧という 

のも新しいタイプの商標についてはつくっておりますので、これをうまく整理して、例え 

ば動きの商標であれば、その審査基準と便覧を含めてタイプごとに統一的に見られるよう 

なものをつくれないかということを考えています。 

 それは審査基準の内容を含むんですけれども、審査基準そのものではないと思いますの 

で、そうしますと便覧的なものに落とし込まれるということで、そういう意味では、特に 

新しくつくるものではないのですが、今あるものをもう少し整理・統合して、特に立体商 

標もそうですけれども、それぞれ３条柱書きが書いてあったりとか、いろいろなところに 

飛び飛びに審査便覧に記載がありますので、そこをタイプ別にまとめていきたいというの 

が趣旨になります。 

○林委員 わかりました。ありがとうございました。 

○小塚座長 今の説明の内容でよろしいということですか、林先生。 

○林委員 はい。 

○小塚座長 わかりました。ありがとうございます。 

 それ以外に御発言があります方は、どうぞお願いいたします。 

 外川先生、お願いします。 

○外川委員 今今の関連なんですが、まず１つは審査便覧と審査基準の役割分担ですね。

わかったような、わからないような文章なんですけれども――私もわかっていないのであ

れですが、役割をパッと言える、何か違いがわかる言葉というか、それが、つまり審査基

準に書いていないけれども、審査便覧に書いてあるかもしれないと調べる必要性を認識す

るための何か違いがはっきりする言葉がつくれるといいんじゃないかなと思います。審査

基準はこういうことが書いてありますみたいなことを、余り細かいことを言わずに、それ

が１つです。 

それから、これは中身に入ってしまうのですが、参考資料２で、ずらっと３条１項から 

説明をいただいたのですけれども、「普通に用いられる方法で表示」という単語は、さっ 

きの整理のところにも出てきたのですが、あれは２６条とかいろいろなところに影響する 

と思うのですけれども、もう少し具体的なことが書けないでしょうか。例えば「あずきバ
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ー」の事件なんかでも、「ロゴ」については普通に用いる方法ではないという審査結果が 

出ているのですが、あれは事例判断ですけれども、そこら辺がもう少し基準になるような 

何かもう少しわかる基準が示せるといいかなと思いました。だから、これも感想といえば 

感想ですけれども、できれば１号、２号、３号の中のどこかに、普通に用いられる方法の 

もう少し具体的な定義なり基準を入れていただければいいのではないかと思います。 

 あともう１つ、全体の姿勢の問題なんですけれども、これを見直すときに、例えば判例 

とか裁判例があれば、それはその方向にということで、ある程度いいと思うのですが、そ 

れがないような場合に、あるいは裁判例がばらばらだというような場合に、審査基準のつ 

くり方としては、積極的にこっちに決めようとやるのか、それともそうじゃないのか、そ 

の姿勢で――ここは３つの質問の中で一番、私にとっては肝心なところですが、それはど 

ういう姿勢で行くんですか。議論して、こっちがいいということであって、こっちで行こ 

うというところまで決めるのか、それとも、それは判例を待ちましょうという話になるの 

か、ちょっと漠然とした質問で恐縮ですが、以上でございます。 

○小塚座長 ありがとうございます。 

 それでは、第１と第３の御質問が、まず大きな御質問なので、それをお願いできますか。 

○木村商標審査基準室長 この紙にちょっと書かせていただいているんですけれども、キ 

ーワードをどう捉えるかということですが、審査基準について言うと、審査の商標法の適 

用についての基本的な考え方、解釈をまとめたものということです。ですから、それを見 

て審査官は審査を行っていきますということで、これは明確だと思います。 

それで問題になるのは、審査便覧がどういう位置づけなのか。我々、ここも実態的な内 

容を見ると、かなり審査便覧というのはいろいろな要素が含まれていますので、判断に使 

われるようなものも実際には含まれているんですけれども、今回の整理としては、これは 

あくまでも審査実務の案になりますが、手続的な事項を整理したものという位置づけにし 

て、商標審査基準は、あくまでも審査において審査官が扱っていきます。それで便覧につ 

いては、それを補うようなものとして、いろいろな手続が書いてありますと、大きく言う 

と、そういうキーワードで分けられるのかなというふうに考えます。 

 あと裁判例がない場合ですけれども、これは非常に難しいと思います。裁判例がないの 

に、例えばＡとＢという方向があったときに、Ａの方向に行くのか、あるいはＢの方向に 

行くのかというのはなかなか難しくて、この場で決めるというのも相当難しいと思うので、 

その場合には、例えば構成面をとりあえず直して、改訂をして裁判例の蓄積を待つとか、
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そういう方向性もあるのかなというふうに考えます。 

○小塚座長 ありがとうございます。 

 それでは、今の点についても、ある意味では委員の皆様でこういう方向で行くべきだと、 

これは構えの問題ですので、この基準ワーキングとしてこういう方向で行くべきだという 

御意見もあろうかと思いますし、その他の点でも結構でございますが、ちょっと先ほどの 

「普通に用いられる」は置いておきまして、大きな基準のつくり方の問題について、ほか 

に御意見のある先生はいらっしゃいますか。 

 本多敬子先生、お願いします。 

○本多委員 ただいまの裁判例の扱いについてでございますが、ある程度蓄積がされてい 

て一定方向を示しているものということであれば、それを基準に取り入れていくというこ 

とでよろしいかと思います。 

ただ、余り数もないような場合、裁判例の場合は、本当に各個別の商標、商品、その他 

の事情を勘案して判断なされているものであり、審査基準は、まだ実際に使われているか 

どうかもわからない状態のものが出されているようなものを審査する場合も多くあるかと 

思います。そういった場合に、必ずしも裁判で出たからといって、そちらの方向をどちら 

かに決めなければいけないというようなことで基準をつくるよりは、やはり一般的な蓋然 

性、使われていないものも対象としているということを考えて、裁判例を参酌しながら、 

やはり基準は一定方向に向かってつくっていくほうがいいのかなというような印象でござ 

います。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 田中先生、お願いします。 

○田中委員 今の関連でございますけれども、判例・裁判例については審査便覧のほうに、

それを抄録のような形でどんどん載せていくというイメージでございましょうか。 

○小塚座長 それは、今はしていますか。 

○木村商標審査基準室長 今はしていないですね。今はしていなくて、関連する審決とか 

判決というのは審査基準――特許庁のホームページをごらんになっていただいて審査基準 

を開いていくと、関連する審決・判決例にページが飛ぶことはできますので、それは、あ 

くまでも参考という形で見ることはできますけれども、審査基準、審査便覧自体には裁判 

例はありません。 

○田中委員 裁判例は、審査基準のほうに引用しているという形になっているんですね。 
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○木村商標審査基準室長 裁判例そのもの、例えば番号を引用しているというわけではな 

くて、裁判例の考え方を取り入れて文章にして基準の中に落とし込んでいるということに 

なろうかと思います。 

○田中委員 リンクを張ってあるということですね。 

○木村商標審査基準室長 リンクはそうですね。ホームページではそうなっています。 

○田中委員 裁判例を収録、リンクを張るのでも同じですけれども、どの範囲に載せるか 

というのは難しいですね。それで今、本多委員から御指摘があったように事例判断である 

ことが多く、一般論が書いてあっても、その事例に向き合った裁判官の考えとして一般論 

が出てきていることがございますので、やはり、どういう事例についてそういう判断が出 

ているのか、事例と判断がセットでわからないと裁判例の正しい評価ができないと思いま 

す。そうすると、どうしても１つの裁判例の収録部分が長くなって、それを集めていくと 

大変な量になってしまうということになるので、どの範囲まで収録するのか、審査基準に 

収録するのか、あるいは裁判例の全文にリンクを張るだけで便利なのかという点は、一つ 

の検討課題だろうと思います。 

○小塚座長 ありがとうございます。 

 ちょっと私のこの肩書きを外れて委員として申し上げると、私も、少なくともこれは確 

立した裁判例であるといって基準に取り入れた場合に、注はついていたほうがいいと思う 

のですね。現状は、単にウェブサイト上は見られるというだけであって、基準の一部でも 

何でもないわけですが、明らかに判例を反映してこういう文言にしたということであれば、 

注はついていたほうがいいのではないかと思います。 

 それはそうなんですが、田中先生の御発言は、抄録を便覧に入れたほうがいいのではな

いかという御提案ですか。 

○田中委員 審査基準に書くと非常に読みにくくなるということで、抄録であれば便覧に 

入れるほうがいいのではないかということでございます。そうすると、便覧のどこに書い 

てあるかという注は、審査基準の該当部分に必要だろうと思います。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 加藤先生、お願いします。 

○加藤委員 日本弁理士会の加藤でございます。 

 今の本多敬子委員と田中委員の御指摘、ごもっともだと思っております。 

 これに関連して、１点質問させていただきたいのですが、審査基準に判例で示された考
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え方を文言として持ってくるというような御説明が木村室長のほうからありましたけれど

も、それは最高裁判決が出たときとか、そういった基準はお持ちなのでしょうか。 

○小塚座長 いかがでしょう。 

○木村商標審査基準室長 最高裁の判決が出れば、当然それは十分に反映させていくとい 

うことになるかと思いますけれども、例えば査定不服の訴訟でありますと知財高裁の判決 

がほとんどになってくるかと思います。そういったときに、知財高裁の判決をどう取り込 

んでいくのかというのが問題になるかと思いますけれども、確かに個別事案によってそれ 

ぞれ判断されていきますので、こういう判決が出た、ああいう判決が出たというのもそれ 

ぞれあるのですが、我々としては全体として見て、やはり傾向として見れば、例えば立体 

商標であれば、３条２項についてはこういう判断基準が知財高裁で出されているとか、そ 

ういう一定の方向性が読み取れるようなものであれば、それは十分参酌して基準に落とし 

込んでいくというのもあり得るのではないかと考えます。 

○小塚座長 よろしゅうございますか。 

○加藤委員 はい。 

○小塚座長 そのほか、何か御意見はございますでしょうか。 

 本田順一先生。 

○本田委員 今の議論とは全く関係ないんですけれども、明確かつわかりやすい審査基準 

にするのが目的だと。それにもう１つ、簡潔にということが書いてあるのですが、明確に 

しようと思うと、こういう４条１項６号の案のように非常に丁寧に説明する必要があるん 

ですけれども、それと簡潔にわかりやすくというところ、そのバランスはどのように考え 

ていけばいいのかなと、ちょっと素朴な疑問で申しわけないですけど。 

○木村商標審査基準室長 そこは事務局でも検討しますので、それは御審議いただくこと 

になると思いますが、例えば事務局の案をつくるときに、ちょっと長くなったりとか、い 

ろいろな引用文献から持ってきたりとかでわかりにくくなったりする場合もあるかと思い 

ますので、そういったものはどんどん御指摘をいただいて、商標制度を利用する方々から 

見てわかりやすさという点を随時御指摘いただければいいのかなと思います。 

○小塚座長 よろしゅうございますか。 

○本田委員 はい。 

○小塚座長 小川先生、お願いします。 

○小川委員 まず裁判例の関係で言うと、確かに個別事案ということがありますので、そ 
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の辺はよくよく考慮した上で、一定の積み重ねで、ある程度定着した考え方、定着した表 

現等があれば審査基準に盛り込むことはいいのではないかと思います。商標の審査基準で 

すから、特許庁が行政庁としてよりよい商標行政を行うためにどうすべきかという観点か 

ら前向きに取り組んでいいのではないか。もちろん違法なことはできませんが、違法でな 

いという範囲であれば、商標行政としてはこうすべきだ、特許庁としてはこうするべきだ、 

このようなものは登録すべきではないと思うようなものについては、少し踏み込んでやっ 

ていただいてもいいのではないかと思います。以上です。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 そのほか、補足的に御発言をなさる先生はいらっしゃいますでしょうか。 

もしありませんようでしたら、資料１については、ここに書かれている内容及びスケジ 

ュールについては、まず先生方に基本的にお認めいただいたというふうに私は理解いたし 

ました。 

 その上で基準と便覧の関係について、これは、ここに書かれているとおりといえば書か 

れているとおりですが、基準というのは結局基本的な考え方、これは、ある種ルールを決 

めているのですね。それに対して便覧というのは、便覧でルールが決まるわけではない。 

便覧は、あくまでもルールを適用した具体例であったり、適用するときの手続を書いてい 

る、こういう切り分けでよいということで、これも先生方に御賛同をいただいたと認識を 

しております。 

 それから、裁判例の取り上げ方については、最高裁はもとより、裁判例の傾向が確定し 

ている場合にはそれに従うということで、そうでない場合については、必ずしも個別の裁 

判例に捉われる必要はないのではないか、個別の裁判例は、あくまでも具体的判断である、 

こういうことで、むしろ先生方の御意見の方向は大体一致したというふうに認識しており 

ます。 

 以上のようなことでよろしゅうございますでしょうか。お認めいただけますでしょうか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○小塚座長 ありがとうございます。 

 途中で外川先生から御提起いただきました「普通に用いられる方法」というのは、早速、 

次回の３条１項１号の後にも出てまいりますので、そのあたりで具体的に御検討をいただ 

くということで、きょうのところはお預かりするということにさせていただきたいと思い 

ます。ありがとうございました。。 
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2.使用による識別性の審査基準について 

 

○小塚座長 それでは、次の議題でございます。使用による識別性の審査基準についてと

いう３条２項の関係でございますが、また事務局から説明をお願いいたします。 

○木村商標審査基準室長 資料２、使用による識別性の審査基準について（案）でござい 

ます。これは３条２項でございますが、「前項三号から五号までに該当する商標であって 

も、使用をされた結果需要者が何人かの業務に係る商品または役務であることを認識する 

ことができるものについては、同項の規定にかかわらず、商標登録を受けることができ 

る」ということですけれども、現行の審査基準につきましては１．の下に書いてあります。 

（１）出願商標と使用商標の同一性について。これは商標審査基準２．(1)ということ 

で書いてありますけれども、基本的には「同一の場合のみとする」とされております。 

(2)に、例えばということで、出願商標と使用商標とが外観において異なる場合は、使用 

により識別力を有するに至った商標とは認められないものとする。「外観において異なる 

場合は」ということになっております。それで、その具体的な例が書いてありまして、 

(3)ですけれども、ここで出願商標と使用商標とが厳密には一致しない場合であっても、 

例えば、その違いが明朝体とゴシック体、縦書きと横書きにすぎない等外観において同視 

できる程度に商標としての同一性を損なわないものと認められるときには考慮する、そう 

いう規定になっておりますので、原則同一の場合のみとするというふうに書いてあって、 

一致しない場合であっても同視できる程度のものであれば、それを考慮していきますとい 

う基準になっております。 

２ページ目の（２）です。指定商品・指定役務と実際に使っている商標の商品・役務と 

の同一性ですが、これは、先ほどあった２．(1)のところですけれども、「同一の場合のみ 

とする」というような規定になっておりまして、それ以外の例外規定は記載されておりま 

せん。 

 （３）ですけれども、識別力の獲得が求められる地理的範囲について。これは、基準上

は「全国的に認識されているものをいう」という記載になっております。 

 （４）ですけれども、識別力を有するに至ったかにあたり考慮される事実とその証拠方

法についてというふうに書いてありまして、３．(1)には、次のような事実を総合勘案し

て判断するものとするということで、実際に使っている商標、あるいはいつから使ってい
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るのか、生産数量とか販売数量といったものを総合勘案して判断する。 

 その一方で(2)として、上記(1)の事実は、例えば次のような証拠方法にするものとする。

それで、具体的な証拠方法についてもここで書いてあるわけですけれども、ここで①広告

物、②伝票類、③商標が使用されていることを明示する写真または動画。次に④、⑤、⑥

ですけれども、ここに広告業者または印刷業者といったものの証明書、同業者等の証明書、

公的機関等の証明書ということで、ここで「証明書」というものが出てきております。で

すから、ここだけ見ると、この証明書の位置づけといいますか、どういうものなのかとい

うのを上の(1)の関係でも、なかなか直ちに把握することは難しいのではないか、そうい

う御指摘をいただいております。 

 ３ページですけれども、改訂のための論点ということで、改訂に当たっては、近時の裁 

判例を踏まえつつ内容の見直しを検討する必要があるのではないかということで、先ほど 

あげた大きく４つの論点について書いております。いております。 

 （１）出願商標と使用商標の同一性についてということで、先ほど御説明しましたけれ 

ども、外観が厳密には一致しない場合であっても、外観において同視できる程度のもので 

あれば、それは考慮していきます。しかしながら、近時の裁判例によりますと、出願商標 

の外観に顕著な特徴がない場合、これは、例えば標準文字で出願されたような場合ですけ 

れども、実際に標準文字を使っていないようなものも当然あるかと思いますが、そういっ 

た場合に外観、称呼、観念を総合的に観察し、同一性を認められているものが見受けられ 

るということです。 

 実際、この出願商標と使用商標の同一性が問題になる場合ですけれども、大きく２つに 

分けまして、１つは出願商標そのものと使用商標の構成・態様に違いがあるため同一性が 

問題になる場合、これは今の基準が問題にしているところです。それから②、実際の使用 

においてハウスマーク等の他の商標と組み合わせて出願商標を使用している場合に、その 

出願商標が使用商標と認められるかが問題となる場合の２つが存在しているということに 

なります。それで②につきましては、出願商標と使用商標の同一性を形式的に商標同士を 

比較して判断するのではなく、出願商標の部分のみで独立した識別力が認められるかとい 

う実質的な観点から判断するという裁判例が見られます。そこで、審査基準においても近 

時の裁判例を踏まえて内容を改めるか検討すべきではないかということです。 

 （２）ですけれども、今度は出願商標の指定商品・指定役務と使用商標の商品・役務と 

の同一性についてということになります。現行の審査基準では、同一の場合のみというこ
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とになっておりますけれども、近時の裁判例では、その同一性について商品・役務の密接 

関連性等から、実際に使用していない商品・役務についても３条２項による登録が認めら 

れているものがあります。さらには、商標の著名性を考慮して、実際に著名性を獲得した 

商品・役務とは非類似とされる商品・役務についても３条２項による登録が認められてい 

るものもあるということで、こういった実情を踏まえて記載を改めるか検討すべきではな 

いか。 

 （３）は全国的にということですが、これについても「全国的に」という表現が曖昧さ 

を含んでいるので、当該記載について、より明確・詳細な基準に改めるべきではないか。 

「全国的に」といいますと、北は北海道から南は九州・沖縄まで全部なのかとか、あるい 

は全国各地の主要な都市でも認められるのかとか、こういった言葉の定義を明確にしたら 

いいのではないかという御指摘です。 

 （４）は使用事実と証拠方法ですけれども、先ほど御説明したとおり、使用事実とその 

立証方法の対応関係を明確にした上で、例えば証明書というのがどういう位置づけになる 

のかとか、そういった記載も含めて検討すべきではないか。 

そういう大きく４つの論点を記載しております。 

 参考資料のほうをご覧になっていただきますと、参考資料４は、ことしの１月 29 日に 

日本弁理士会の商標委員会から特許庁に出されている要望書になります。これは３条２項 

の適用に当たっての要望でございますけれども、１ページ目に要望事項ということで、１． 

商標の同一性に関する基準に関しては、現行審査基準「２．(2)」と「２．(3)」を改めて、 

これは地域団体商標ですが、商標法第７条の２第１項柱書きに関する審査基準の改正案 

「４」と同様の規定ぶりに改正すべきであるという御指摘と、次は２ですけれども、３条 

２項の適用を受けられる「指定商品・役務と使用商品・役務の同一性」の考え方について 

審査基準に規定し、その際には、商標の著名性等によっては「商品・役務の同一性」に一 

定の幅があるといったことを明記すべきではないかという御指摘をいただいております。 

  それから、参考資料５でございます。これは、事務局にて３条２項に関する裁判例を

論点に従って整理したものでございます。 

 １番目が、出願商標と使用商標の同一性について。これは出願商標そのものと使用商標 

の構成・態様に差異がある場合、どの程度で認められているのかというのを記載している 

ものでございます。 

 最初に「ジューシー」事件というものがありまして、審判における判断というのが①に
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書いてあります。審判における判断ということで、これは態様が多種にわたり一定せず、 

使用に係る商標がいずれか特定できないので、構成・態様において相違するものであって 

認めることはできないという判断を審判で行っていますが、②裁判所における判断では 

「ジューシー」――「ジューシー」という片仮名であらわされた商標なんですが、それを 

実際に使っているのは、やや太目の「ジューシー」という片仮名文字を使ったりとか、あ 

るいは図形のようなものと一部組み合わせて使っているものもあったのですけれども、そ 

れも裁判所では同一性が認められているということになります。 

 それから２ページ目の「角瓶」、これは文字商標で、太字で「角瓶」というふうに書い 

てあったものですけれども、実際に使っているのは「サントリー角瓶」とか、サントリー 

「新・角瓶」とか、あとは書体がちょっと違うような「角瓶」とか、あるいはローマ字で 

「ＫＡＫＵ－ＢｉＮ！」とか、いろいろな態様で使っているものがありました。そういう 

ことで審判では同一とは認められないという判断が出ているのですけれども、裁判所にお 

いては、３ページの下のほうですが「したがって、これらの商標に係る文字の表示態様は、 

本願商標の上記の構成態様と対比して、外観上、取り立てて言うほどの相違点と認めるこ 

とはできない」ということで、使用商標と本願商標とが称呼及び観念を共通にするもので 

あることは明らかである。それで、外観、観念及び称呼を総合的に比較検討していくとい 

うことになります。 

 他方、４ページに（４）で「Speed Cooking」事件というものがあります。これは、審 

判では「Speed Cooking」と英語で書いた文字と、スペースを置いて片仮名で「スピード 

クッキング」と書いたものが本願商標なんですけれども、それが実際に使われているもの 

が「ＳｐｅｅｄＣｏｏｋｉｎｇ」という欧文字と、その下に「スピードクッキング」と２ 

段で片仮名文字が書いてあったという事例です。これは、基本的に審判では同一性は認め 

られなかったということですけれども、この裁判例では、構成・態様は２段書きになって 

いたりとか、いろいろ本願商標、出願の態様とはちょっと異なるということで、これは同 

一性が認められなかった事例になります。 

 それから「あずきバー」、５ページ目ですけれども、「あずきバー」事件は、出願商標自 

体は標準文字で「あずき」という平仮名文字と「バー」という片仮名文字で一連にして 

「あずきバー」という標準文字で出願されたものですが、実際に使っているのはアイスの 

パッケージには「あ」「ず」「き」と大きく文字が書いてあって、その下に小さく「バー」 

ということで、「あずき」の文字が浮かび上がるような感じで書いてあるものが使われて
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いたわけです。これも審判では標準文字で出願されておりますので、構成・態様が異なる 

ということで同一性が認められなかったということですけれども、裁判所では、これは６ 

ページ目の下のほうですが、本件商品の発売以来、本件商品の包装に原告の会社名ととも 

に、ロゴ書体、これを横書きにしたもの、またはこれと社会通念上同一と見られる標章を 

付しており、これは同一の標章だという判断をしております。 

 あと、８ページはハウスマークと結合しているものです。 

 これは「純」事件ですけれども、「純」というのは「宝焼酎・純」ということで一緒に 

使われていたものですが、これは同一性についての請求が認められなかった事例です。 

 それから９ページ、「角瓶」ですけれども、これも先ほど、「サントリー角瓶」というの 

は文字が付されて――同じ事件ですけれども、これはハウスマークと結合している部分に 

ついてどう判断なされたのかという観点から書いてあるものです。これはハウスマークと 

一緒に結合して「角瓶」というのは使われていたのですけれども、「角瓶」でも独立して 

１個の商標として使うということで、これは認められた例になります。 

 あと立体商標では、これは立体商標の出願自体には文字とかそういったものは書いてい 

なかったのですけれども、実際に使っているのは「サントリー」の文字が入ったりとか、 

そういうことで、これは認められなかったということになります。 

 あと 11 ページで「本生」、これはビールの事件ですけれども、これは「Ａｓａｈｉ

（アサヒ）本生」ということで、「アサヒ」の文字が入っているということで、これも認

められなかったものです。 

 他方、立体商標に関して言うと「マグライト」事件ですが、12 ページの（５）ですけ

れども、判断が「ＭＩＮＩＭＡＧＬＩＴＥ」あるいは「ＭＡＧＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴ」と

いう文字が入っていたのですが、立体の形状のみでも十分識別できるということで、 

これは立体形状が独立して自他商品識別機能を獲得しているという判断をしております。 

 あとは 15 ページの「コカコーラボトル」事件、これも「コカコーラ」というハウスマ 

ークと、瓶の立体形状が結合したものでございますが、これについても独立して立体形状 

の識別を認めたということになります。 

 次は 19 ページです。これまでの裁判例は商標の態様自体がどうかという判断ですけれ 

ども、19 ページ以降は、指定商品・役務と実際に使っている商品・役務との同一性につ 

いてということになります。これは東京高等裁判所、45 年、50 年、この当時の判断につ 

いては厳格に同一性を判断していたという傾向にあるかと思います。 
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 それが、例えば 20 ページの「ＤＢ９」事件、ＤＢ９というのは、アストンマーチンで 

使われている高級スポーツカーの分野でかなり知られているものということですけれども、 

実際に使われているのは「Automobiles（自動車）」ということですが、これに関連するパ 

ーツ、自動車用部品とか、あるいは修理といったものについても関連する需要者というの 

は、相当程度共通にするということで、これはそういった自動車以外のところでも認めた。 

 それから 21 ページのところで、これは化粧品の香水の容器の関係ですけれども、

「JEANPAUL GAULTIER CLASSIQUE」のケースです。実際に使っているのは香水ですが、そ

れ以外の美容製品、石けん、香料類及び化粧品についても、香水と極めて密接な関連を有

しということで、取引者・需要者も共通にしている。これも一定の幅を持って認めている

ということになります。 

 あと「Kawasaki」事件ですけれども、「Kawasaki」事件は結論的には認めているのです 

が、ただし、これはもともと３条１項各号に該当しないという判断をした上で、３条２項 

は傍論という解釈をしているものになります。 

 それから 26 ページ、全国周知のところですけれども、ここもいろいろ裁判例を調べて 

みますと、「アマンド」事件は、東京都を中心に全国にわたって取引者及び一般需要者の 

間に広く認識されるに至ったもの。「ひよこ」の立体商標に関して言いますと、これも全 

国的に、上から４行目ですが、「本件立体商標が前記特別顕著性を獲得したか否かは日本 

全体を基準として判断すべきであること等である」ということで、ここは日本全体という 

のが裁判所的には基準になっているのかなということでございます。 

 私のほうからは以上です。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 それでは、また御自由に御意見をいただきたいと思いますが、せっかく参考資料４が出

ていますので、これは日本弁理士会からの御意見ということで、加藤先生、よろしければ

ちょっと御案内をいただけますでしょうか。 

○加藤委員 私ども日本弁理士会の商標委員会では、昨年度１年間にわたって、この３条 

２項について議論をしてまいりまして、こちらの要望書をまとめさせていただき、１月 

29 日に提出をさせていただきました。それで、ここに書かれてある内容は、今いただき 

ました資料２のほうにほとんど反映させていただいているようで、大変ありがとうござい 

ます。 

私どもがこの議論を始めたときに一番に思いましたことは、本日、参考資料３として
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配付されました商標審査基準改訂のイメージにありますけれども、まず条文が示され、そ

の条文の中にあるキーワードを普通名称について、あるいは普通に用いられる方法で表示

する標章について、という形でかぎ括弧で抜き出されています。しかし、この３条２項に

関しましては、条文の中に「同一」というキーワードはございません。しかし、最初から

審査基準のつくりが「同一性について」というところから始まっているということで、そ

の「同一」というキーワードについて、やはり我々としては議論をし、ここには少しの幅

があるのではないか、あって然るべきなのではないかということで、商標についても、商 

品・役務についても、そのような考え方のもとでまとめさせていただいております。 

 特に商品・役務の同一性に関しましては、実際の審査におきましても、かなりいろいろ 

と幅が出ているようでございますし、過去の判例で示された考え方を整理するよい機会な 

のではないかなというふうに考えております。 

以上です。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 先ほどの事務局からの御説明、それから今の要望書の内容なども踏まえまして、どうぞ 

御自由に御議論をいただきたいと思います。 

林先生、お願いします。 

○林委員 今回タイミングが合いまして、この件について日弁連の知財センターの商標Ｐ

Ｔのほうでも議論させていただきましたので、順番に申し上げたいと思います。 

資料２の２．「使用による識別性の審査基準について（案）」の「２．改訂のための論 

点」の「（１）出願商標と使用商標の同一性について」でございます。今、加藤先生から 

もお話があったように、３条２項の条文文言で「同一」は要件にはあがっていないという 

ことを出発点としまして、ここにも「近時の裁判例によれば」と書かれているように、裁 

判例では、外観、称呼、観念のみならず「取引の実情」を総合的に勘案して、社会通念上 

の同一性が認められるかどうかということで判断されている知財高裁の判決例が、取引の 

実情については、「コカコーラボトル」についての平成 20 年の知財高裁判決、社会通念

上の同一性については「あずきバー」の平成 25 年の知財高裁判決などがございますので、 

基本的には、この案の文章の中に「取引の実情」の点と「社会通念上の同一性」という点 

を加えてはどうかという意見でございます。 

 次の「（２）出願商標の指定商品・指定役務と使用商標の商品・役務の同一性につきま 

しても同様に、やはり「取引の実情」という観点が、例えば「ゴルチェ」の判決では密接
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関連性とか、取引者・需要者が共通であるといったところを考慮して判決が下されていま 

すので、この使用商品・役務についても取引の実情という要素を入れてはどうかと考えて 

おります。 

「（３）識別力の獲得が求められる地理的範囲について」、これも「ひよこ」事件の知

財高裁 18 年の判決にありますように、３条２項の効力が全国である以上、全国的認識は

必要であるものの、全国すべからくではなく、商品・役務の取引の実情の観点で判断され

ている判決ではないかと思いますので、そういった意味で、ここを幅を持たせるという形

で取引の実情の観点を入れるということにしてはいかがかと思います。 

 （４）の証拠方法のところでございますが、御指摘のとおり、現在の審査基準の資料２ 

の１．現行基準の（４）の(2)で引用されているところの④と⑥というのは、①、②、③ 

とか、ほかのものの代用品として位置づけられるもので、こうやって同じレベルで並べる 

と誤解を生むのではないかということは、皆、意見が一致しておりました。 

ただ、⑤の取引先の証明書については、実際には②の取引書類と実質的には並ぶような 

場合もあるのではないかということで、④、⑥と一律に一緒にしていいのかという点につ 

いては留保がありました。 

以上でございます。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 そのほかに御意見、御発言等ございますでしょうか。 

 本多敬子先生、お願いいたします。 

○本多委員 出願商標と使用商標の同一性についてですが、今まで厳格だったものですか 

ら、そちらについては、ある程度の幅を認めていいのではないかという感触でございます。 

ただ、裁判例に見られますように、取引の実情その他考慮して、商品なども広げて認め 

ておられます。一旦権利を認めてしまいますと専用権の範囲で権利が与えられてしまいま 

す。そのように広げた部分にまで３条２項で専用権を与える必要があるのかどうかという 

ところは、、まだ議論をしているところでございます。 

 また、一旦登録を認めてしまいますと、その後、更新時等に何らのチェックもせずに、 

そのまま権利が認められている。そのような場合に３条２項で認められた権利範囲につい 

て侵害等の問題で余り争われたものがないので、その解釈は難しいのですけれども、その 

まま広い場合、一時の取引の実情を勘案して、そのような強大な権利を与えていいのかど 

うかというところが議論があるところでございます。まだ、協会としては方向性が出てい
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ませんけれども、疑問を呈しているような意見もございます。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 そのほか御意見、御発言等ございますでしょうか。 

 外川先生、お願いします。 

○外川委員 まずは、この商標の同一性、商品の同一性、それから認識の地理的範囲、証 

拠の記載と、これを論点にすることには全く賛成でございます。 

あと、審査基準というのはどこまで理屈を言えるかという問題はあると思いますけれど 

も、例えば先ほど、これは否定した例として参考資料５の「スピードクッキング」事件の 

４ページ目ですね。これは、昔読んだときもいいことを言っているなと思って、ただ結論 

が違うという感じだったのですが、つまり「公益上の要請の後退」及び「自他商品識別力 

の取得」と。公益上の要請というのは「自由使用保証の要請」、あるいは逆からいえば 

「独占適応性」がある、ないという問題だと思うのですが、結局、商標と商品の同一性の 

問題は、商品も商標も識別力の問題、それから独占適応性の問題ですね。これは、しつこ 

いですが、普通に用いられる方法と裏腹でもあると思うのですが、その２つについて、も 

う少し理屈っぽいことを言っていただいたほうが良いのではないかと思います。 

 先ほどの林委員からの取引の実情、社会通念上というのは、もちろんいいと思うのです 

が、その裏づけは何なのかということを少し言っていただいたほうが、抽象的な基準では 

ありますけれども、はっきりするのではないか。それで、特に今回は広げようと――私は 

広げたほうがいいと思っているのですが、広げようという根拠として、その識別力を見る 

とか、独占適応性を見るということが、３条１項との関係もあると思いますけれども、入 

れたほうがいいのではないかと思います。 

 以上でございます。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 そのほかに。 

 田中先生、お願いします。 

○田中委員 基本的な方向性については私も賛成でございます。３条２項により商標登録 

を受けることができると法律が定めた趣旨にも照らしますと、同一性について、それほど 

厳格に限定してしまうのはいかがなものかというところでは同じ意見でございます。 

ただ、裁判例によれば、取引の実情等も勘案して、結局は、総合判断ということにな

ってしまいますので、なかなか基準化するのは難しいように思います。裁判例の流れを踏
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まえ、一般化したような基準の文言になるのだろうと予測しております。 

 他方、ここで問題になっているのは、３号から５号に本来は当たってしまうようなもの 

ですので、余り広く強大化し過ぎると弊害も出てくることが懸念され、勘案が難しいと思 

っております。具体的な文言案があるわけではありませんが、その両面を考慮しながら基 

準を作っていく必要があるだろうと思っております。抽象的で申しわけありません。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 そのほか御意見。 

 本田順一先生、お願いします。 

○本田委員 企業/需要者の立場から申し上げましても、３条２項の商標の同一性のとこ 

ろについては、一定の幅があるというのを明記していただくというのは非常にありがたい 

話であります。３条２項については、結局、使用された結果、需要者の立場で識別力を獲 

得しているかどうかというところがポイントなんですけれども、裏腹といたしましては、 

企業の立場からいきますと、企業の活動では同じ商標をずっと使い続けるという場合もあ 

るのですが、ほぼバリエーションをつけて使ったり、時代によって少しずつ変化していく 

ことが多いです。それを企業としては１つのブランドとして、やはり育てていっていると 

いうことがありますので、その幅であれば同一性を認めていただけるというのは非常にあ 

りがたい話です。 

 もう１つ、現行の審査基準には、外観において同視できる程度というふうにしか書かれ 

ていないのですけれども、やはりブランド訴求する場合には称呼、このブランドというの 

は、例えば「ジューシー」だったら「ジューシーブランド」として売っていく場合に、そ 

の称呼というのが非常に大事になってくると思います。ですから、称呼という観点も少し 

加えていただけるように改訂していただければなと感じました。 

 以上です。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 そのほかいかがでしょうか。 

 小川先生、お願いいたします。 

○小川委員 先ほど知財高裁の判決を幾つか御紹介をいただいて、個別案件の事案ではあ 

りますが、同一性を少し緩やかに解釈すべきだという裁判例もあるし、また、その一方で 

厳格にすべきだというものもある。ちなみに、厳格にすべきだという例として「スピード 

クッキング」事件があげられましたが、これだけではなくて、例えば「三浦葉山牛」事件
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とかもそうです。どちらの考え方にも知財高裁の複数の裁判例がある。 

 それで厳格というのは、どうも誤解があるのではないか。必要以上に厳しくということ 

ではなくて厳しく正しいという意味であり、従来の特許庁の審査運用もそうであって、ま 

た、全く物理的に 100％云々というところまではやっていないと思います。したがって、 

知財高裁の判断も分かれている。 

 ちなみに立法者の意思は、逐条解説を見てもわかるように、その商品について、その商 

標を使った場合と書いてありますから、条文上、同一性の文言がないのではないかという 

ふうにおっしゃられた委員もいらっしゃいましたが、確かにありませんが、それは立法者 

のところでは、そんなことは当然のことである。同一だということは当然の前提として、 

その商品にその商標を使った場合に識別力が出てきたのをそのまま保護するという、これ 

が立法者の意思ではないかというふうに解釈もできますので、解釈は二通りあり得ると思 

います。 

 したがって、安易に同一性を緩和するというのは慎重にやるべきではないかと私は思い 

ます。使用しているものを、そのまま保護することにして何が不都合があるのかというの 

は私にはよくわかりません。商標権が設定されると類似範囲まで禁止権が及ぶわけですか 

ら、それで商標の場合でも、商品の場合でも本当に困ることがあるのかという気がいたし 

ます。とりわけ商品の場合には、使用していない商品にまで広げてしまうと、そこに専用 

権を認めると、さらにその外に禁止権が広がります。そうすると、結果的にはもともと使 

用している商品とは非類似の商品にまで及ぶというようなことがあり得るわけです。確か 

に、出願人にとってはとても利益なことですが、それが３条２項の適用で登録になり商標 

権が発生すると、その排他的な独占権の権利行使の制約を受ける第三者の利益も考えなけ 

ればいけない。そうすると、やはりそこまで広げないと本当に困るのかということと、そ 

れから第三者の利益も十分に考えなければいけないのではないかと思っているところです。 

 それからもう１点、仮にですよ、私がそうすべきだと言っているわけではなくて、仮に 

皆さんがおっしゃるように、取引の実情だとか、社会通念上だとか、ある程度の幅まで広 

げるとしたときに、著名だから、この辺の商品までは識別力があると「推認」ができると 

かいう、それはないのではないか。仮に全く使用していない商品についても識別力がある 

というふうに主張するのであれば、出願人がそれを立証すべきだと私は思います。そこま 

で立証してくれるのであれば、そこまでは折れてもいいのかなと個人的には思っています。 

使用していない商品について立証なんかできないではないかという指摘については、いや、
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それは最近の裁判例でアンケートという方法等が定着しています。ないわけではない。そ 

こまで立証してくれれば、確かに立法者の意思とは少し離れますが、認めてもいい範囲は 

あるのかなと思っています。 

 以上です。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 実は、この３条２項については、本日は事務局として原案、文案をお持ちになっている 

わけではないということでありまして、先ほどのスケジュールをごらんいただきますと、 

11 月のところに改めてこれが予定されていますので、そういう意味では、きょう御議論 

をいただいた内容を踏まえて 11 月までに文案を練っていただきます。 

 先生方からいろいろな御発言があるように聞こえましたが、基本的な方向はそう違わな 

いのではないかと思います。一番の基本は、外川先生がおっしゃったように、一方には公 

益上の要請というものがあります。これは、要するに独占適応性の問題です。他方で、自 

他商品の識別力というものがどう取得されたのかという問題があります。これは、その現 

象を見るときに、商標ブランドというものが実際にどう使われているのかということをど 

のように織り込んでいくかという話です。この両者について、どちかに偏るのではなくて 

バランスのとれたところを見ていきましょうということで、そういう意味では、先生方は、 

大体同じ方向で御発言になったのではないかと思います。 

 それでは、事務局のほうでまた文案を練っていただくということでお願いいたします。 

 

3.国、地方公共団体等の著名な標章の審査基準について 

 

○小塚座長 さて、次に国、地方公共団体等の著名な標章の審査基準についてという議題 

が本日ありますので、これについて、また事務局からの御説明をお願いいたします。 

○木村商標審査基準室長 資料３になります。国、地方公共団体等の著名な標章の審査基 

準について（案）です。これは４条１項６号になりますけれども、国もしくは地方公共団 

体もしくはこれらの機関、公益に関する団体であって営利を目的としないもの、または公 

益に関する事業であって営利を目的としないものを表示する標章であって著名なものと同 

一または類似の商標についての規定です。 

現行の審査基準ですけれども、本号に該当する例として、都道府県、市町村、都営地

下鉄、市営地下鉄、ＩＯＣ、ＪＯＣ、ボーイスカウト、ＪＥＴＲＯ等を表示する著名な標
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章等ということで、例示はされておりますけれども、そもそも公益に関する団体であって

営利を目的としないものといった法文上の要件の判断基準、それぞれの具体例、該当例に

ついて適切な記載がないということでございます。 

 改訂の方向性につきましては、本号の条文に則して、要件別に判断基準を整理して記載 

するとともに、その該当例についてもあわせて記載してはどうかということで、改訂イメ 

ージということで３．に書いております。 

 まず条文上に出てきますのは、「国、地方公共団体もしくはこれらの機関」についてと 

いうことで、「国」は日本国をいう。「地方公共団体」とは、地方自治法一条の三にいう都 

道府県及び市町村並びに特別区、地方公共団体の組合及び財産区をいう。「これらの機 

関」とは、国については立法、司法、行政の各機関をいい、地方公共団体については、こ 

れらに相当する機関（司法を除く）をいうという形にしております。 

 （２）「公益に関する団体であって営利を目的としないもの」についてですけれども、 

これは団体に着目したものですが、当該団体の設立目的及び組織、公益的な事業の実施状 

況等を勘案して判断する。この場合、団体とは国内または海外にあるか、あるいは法人格 

を持っているか、持っていないかといったものは問わないということで、実態を判断して 

いくことになります。 

次のページですけれども、該当例として、これもどの程度例を挙げるかという議論は

あるかと思いますが、こちら事務局のほうで考えた例でございますが、公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律により認定を受けた公益社団法人または公益財団法人、 

特別法に基づき設立された社会福祉法人、学校法人、医療法人、宗教法人、特定非営利活 

動法人、独立行政法人、政党、国際オリンピック委員会、日本オリンピック委員会、国際 

パラリンピック委員会、日本パラリンピック委員会、それから日本貿易振興機構、こうい 

ったものがあげられるのではないかということです。 

 （３）ですけれども、「公益に関する事業であって営利を目的としないもの」、今度は事 

業に着目したものですけれども、当該事業の目的及びその内容並びに事業主体となってい 

る団体の設立目的及び組織等を勘案して判断するものとする。ここは事業ですけれども、 

事業を行っている主体が実際にどういうものなのかというのは、当然、事業との関連で出 

てきますので、そういったところも総合的に見て判断をする。この場合、事業が国内また 

は海外のいずれにおいて行われているかは問わない。 

該当例ですけれども、例えば地方自治体や地方公営企業等が行う水道事業、交通事業、ガ
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ス事業、それから、国や地方自治体が実施する事業、国際オリンピック委員会や日本オ 

リンピック委員会が行う競技大会であるオリンピック、国際パラリンピック委員会や日本 

パラリンピック委員会が行う競技大会であるパラリンピック、こういったものが該当する 

のではないか。 

 さらに、（４）「表示する標章」についてということですけれども、この表示する標章の 

中で、具体的には、正式な名称でなくても、例えば略称、俗称、シンボルマークといった 

需要者にその団体等を想起させるような表示もここに含まれるということで書いておりま 

す。 

 具体例ですけれども、公益に関する団体であって営利を目的としないものを表示する標 

章の例として、国際オリンピック委員会の略称である「ＩＯＣ」及び日本オリンピック委 

員会の略称である「ＪＯＣ」、それから、公益に関する事業であって営利を目的としない 

ものを表示する標章の例として、国際オリンピック委員会や日本オリンピック委員会が行 

う競技大会であるオリンピックを表示する標章としての「オリンピック」及び「ＯＬＹＭ

ＰＩＣ」、その俗称としての「『五輪』の文字」、そのシンボルマークとしての「五輪をあ 

らわした図形」、オリンピックシンボルですけれども、こういったものが表示する標章の 

中に含まれてくるのではないか。 

 （５）「著名なもの」ですけれども、この著名なものをどう解釈するかということです 

が、「著名」とは、本号に掲げる団体等の公益を保護する本号の趣旨に鑑み、必ずしも全 

国的な需要者の間に認識されるに至っていなくとも、一定範囲の需要者に認識されている 

ことを要する、そういう書き方にしております。 

それで、「著名なもの」に該当するか否かついては、例えば、次の①ないし④の事実を 

総合勘案して判断します。実際に使用されている標章、標章の使用開始時期、使用期間、 

使用地域、標章の広告または告知の方法、回数及び内容、それから、一般紙、業界紙、雑 

誌または他者のウェブサイト等における紹介記事の掲載回数及び内容、こういったものを 

あげております。 

 最後、（６）ですけれども、「同一または類似の商標」についてということですが、ここ 

についても、類否の判断は、商標の有する外観、称呼及び観念等のそれぞれの判断要素を 

総合的に考察しなければならない。今回、音とか、色とか新しいタイプの商標が導入され 

ておりますので、当然、自治体や国等でも従来の文字、図形以外にも、例えば音を使った 

りとかいろいろなものがあり得るので、「等」という形にさせていただいておりますけれ
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ども、それぞれの判断要素を総合的に考察しなければならない。この場合、団体の権威、 

信用の尊重や出所の混同を防いで需要者の利益を保護するという本号の公益保護観点を十 

分に考慮するということを考えております。 

 あとは参考ですけれども、６号の立法趣旨ですけれども、ここに書いてありますが、 

「立法趣旨はここに掲げる標章を一私人に独占させることは、本号に掲げるものの権威を 

尊重することや国際信義の上から好ましくないという点にある」。８号においても「著 

名」という言葉を使っておりますけれども、その承諾を得た場合でも登録しないものであ 

るから、単純な人格権保護の規定ではなく、公益保護の規定として理解されるものである 

ということで８号の趣旨とは異なるという立法趣旨が書いてあります。 

 これに関する裁判例とか審決例ですけれども、これは結構オリンピックに関連するもの 

が多いということで、それもあげております。 

 それで（イ）の知財高裁、商標法４条１項６号の規定は、同号に掲げる団体の公共性に 

鑑み、その権威を尊重するとともに、出所の混同を防いで需要者の利益を保護しようとの 

趣旨に出たものである、こういうことが示されております。 

 それから審判ですけれども、これは本願商標がオリンピックのローマ字を含むものと五 

輪の図形、オリンピックシンボルを含むものですが、「ＯＬＹＭＰＩＣ」の文字はオリン 

ピック憲章に基づき開催されるオリンピック競技大会を指導する国際オリンピック委員会 

及びその承認のもとに直接事業を運営する日本オリンピック委員会が、営利を目的としな 

い事業活動を表示する標章であり、我が国においても著名であると認められるものといっ 

た判断が示されております。 

 あとは「ＪｕｎｉｏｒＯｒｉｇｉｎａｌＣｏｎｃｅｒｔ」、「Ｊ．Ｏ．Ｃ」の文字が 

上下２段に含まれているものについて、「Ｊ．Ｏ．Ｃ」の文字について日本オリンピック 

委員会の略称を表示するものとして広く知られている、こういった判断がなされておりま 

す。 

 あと、審判ですけれども、「オリンピアード」、「ＴｈｅＯｌｙｍｐｉｃＧａｍｅｓ」と

か「Ｐｈｏｔｏｌｙｍｐｉｃｓ」、「万博」、こういったものについても４条１項６ 

号の適用性が認められているということになります。 

 あと６ページですけれども、これは知財高裁、平成 24 年 10 月 30 日の判断ですが、

本願商標は、この図形と「ＤＡＩＷＡ」というローマ字で書いたものが２段にあらわされ

ているものですけれども、審査・審判では九州の日南市の市章が同じような図形で告示さ
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れていたということで、この日南市章を４条１項６号として引用して拒絶したものです。

そのときに、図形自体は出所をあらわすものとしては非常に機能が薄いという判断をしつ

つ、著名性について判断をしておりまして、ここに、「著名」とは指定商品・役務に係る

一商圏以上の範囲の取引者、需要者に広く認識されていることを要すると解するのが相当

であるということで、ここでいう「著名」とは、必ずしも全国的な著名ではない。もちろ

ん、全国的な著名も当然含まれるとは思うんですけれども、必ずしもそれにはこだわって

いないということになるかと思います。 

 これに関連しましては、政党名についても最近の知財高裁の判断では、一都道府県でも 

周知性が認められれば４条１項６号の適用を認めているといった事例もございます。 

 あと審査便覧の取り扱いですけれども、ここには、別紙に示すということでユニバーシ 

アード大会、日本ユニバーシアード委員会、アジア競技大会、国民体育大会、日本スポー 

ツ少年団の標章と同一または類似する標章を、主たる構成部分とする商標について４条１ 

項６号の規定に該当するという取り扱いになっております。 

 以上でございます。 

○小塚座長 ありがとうございました。こちらのほうは、かなり具体的な条文案に近いイ 

メージで御提示をいただいております。 

それでは、どうぞまた御自由に御発言、御意見をお願いいたします。 

 本多敬子先生。 

○本多委員 こちらの案におきまして、３ページ、（６）の「同一または類似の商標」に 

ついての改訂のイメージですけれども、この記載によりますと、「商標の類否の判断は、 

商標の有する外観、称呼及び観念等のそれぞれの判断要素を総合的に考察しなければなら 

ない」とありまして、現行の４条１項 11 号とちょっと似たような基準となっているかと 

思います。この場合、今までの審決例などを拝見いたしますと、必ずしも、こういった４ 

条１項 11 号と同様の判断なのかなというのに疑問を呈するようなものが出ておりまして、 

若干厳しいというか、類似の幅が少し広いような、４条１項 11 号では類似にならないの 

ではないかと思われるようなものも類似にしているような御判断とお見受けいたします。 

それで、こちらの期間その他、６号の判断、規定の趣旨を考えますと、例えば４条１

項３号等の、先般改訂していただきましたような内容ですとか、そういったものもあわせ

て基準として御考慮いただいたほうがわかりやすいのではないかと考えます。 

○小塚座長 ありがとうございました。 
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 小川先生、お願いします。 

○小川委員 今の関連で申し上げると、私も同じような印象を持ちました。４条１項 11 

号の類似判断と何が違うのかなと思ったのですが、考え方として、この規定の趣旨から見 

たら少し類似の幅を広くする、地方公共団体等のマークは、なるべく可能な範囲で保護す 

るんだという趣旨からすれば、類似の幅を広げてもいいと思うんです。 

何で、この文章を読んでそんな誤解が生ずるかというと、「この場合、団体の権威、信 

用の尊重や出所の混同を防いで云々」とあり、「出所の混同」という言葉が入っているか 

らなんですね。「出所の混同」の言葉なんか入れなければいいじゃないですか。その下の

４．参考（１）、立法趣旨で「本号の趣旨は権威の尊重と国際信義だ」と言っているじゃ 

ないですか。だから、主として団体の権威、国際信義を尊重する観点で判断するんだとい 

うことであれば、類似の範囲を広げると解釈してもいいんだなということがわかるように 

思うので、「出所の混同」は外したらいかがですか。恐らく、この「出所の混同」という 

のは、先ほどの日南市章の判決から持ってきたと思うんですけれども、「主として」と頭 

に入れればいいのではないかと思います。 

○小塚座長 ありがとうございます。多分、「出所の混同」は、知財高裁は恐らく一貫し 

て、21 年のほうの知財高裁の判決も「出所の混同」と言っているのですね。ただ、商 

品・役務、商標同士のときの出所の混同とは、ちょっと意味が違いますね。例えば、ある 

商品についての商標があって、これがオリンピック委員会と関係があるかないかという意 

味で誤解を生ずるかという問題ですから、そういう御指摘だと思います。ありがとうござ 

いました。 

そのほかの先生方はいかがでございましょうか。 

 加藤先生、お願いします。 

○加藤委員 私も、今の「同一または類似の商標」についての書きぶりが気になっており 

ます。間違いなく４条１項６号の同一・類似の幅の判断のほうが厳しく行われてきている 

と思いますので、何か柱書きというか、原則のほうが４条１項 11 号と同じ書きぶりにな 

ってしまっているので、むしろ立法趣旨のようなものを先に書かれたほうがよろしいので 

はないかと思いました。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 その他の点についても御発言があれば、続けてお願いします。 

○加藤委員 恐れ入ります。２ページの（４）「表示する標章」についてでございますが、
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ここには例として、略称、俗称、シンボルマークといったところが出ているのですけれど 

も、実際の審査実務におきましては「施策の名称」、地方公共団体が行う、例えば最近で 

すと霞ヶ関で行われている「ゆう活」のような、ああいった施策の名称についても、それ 

と同一または類似であるということで４条１項６号が出されることが多ございます。これ 

を受けますと、何か、「あっ、これも４条１項６号なんだ」というふうに思う瞬間もござ 

いますし、その施策を行っている者が、４条２項との関係では、恐らく１人だろうと考え 

ていたのが、複数の地方公共団体が同じ名称で、同じキャンペーンを張っていることもあ 

ったりするんですね。そういうようなときに、この４条１項６号で、ここで拒絶されるの 

かというようなところをちょっと疑問に思ったこともございますし、あと、今は地方公共 

団体ではキャラクターが大変人気を博しておりますので、こういったものも、この「表示 

する標章」に当たるのであれば、例示として入れていただいたほうがわかりやすいかなと 

思いました。 

 以上です。 

○小塚座長 ありがとうございます。今の御指摘、特に施策のところで何か御発言はあり 

ますか。施策は、原案では（３）に入っているのですね。 

○木村商標審査基準室長 そうですね。施策については、（３）の「公益に関する事業で 

あって営利を目的としないもの」として、水道事業、交通事業、ガス事業の下に、国や地 

方自治体が実施する事業（施策）と書いてありますけれども、当然、これは正式な名称で 

もありますし、それから、例えば「ゆう活」――「ゆう活」が略称なのかは、ちょっとあ 

れですけれども、そういうことであれば、当然こちらにも入ってくると思いますので、ち 

ょっと書きぶりは検討させていただきます。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 そのほかの先生方、いかがでございましょうか。 

 小川先生、お願いします。 

○小川委員 ３ページの（５）の「著名なもの」についてというところですが、「著名」 

の用語の商標法上の法律的な解釈を他の規定に出てくる「著名」の用語との関係で見ると、 

これでいいのかなというふうに思うのですが、そこのところは、先ほどもちょっと類似の 

ところでお話をしたように、商標行政を行う立場として、地方公共団体等のマークは全国 

周知でなくても保護すべきだという考え方自体は、大変理解できますし、こういう方向で 

やっていいのではないかと思います。 
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 ただし、「一定範囲の需要者に認識されていることを要する」、本当にこれでいいのかな、 

というのは、まず「一定範囲」というのがよくわからない。何かもう少し言い方がないの 

でしょうか。さらに、一定範囲の需要者に認識されていればいい、ただ知られていればい 

い、わざわざこれは「広く」という用語も外しているんですね。周知でなくていい。これ 

だと、ちょっとやり過ぎではないかと思うのですが、ここのところはいかがですか。 

○小塚座長 ありがとうございます。いかがと言われても、ちょっと基準室長としても答 

えにくいと思いますので、むしろ、ほかの先生方の御意見を伺いたいと思います。今の点 

でも、その他の点でも結構でございます。いかがでございましょうか。 

 本田順一先生、お願いします。 

○本田委員 私も全く同じ意見でして、「一定範囲の需要者」というところはどこまでか 

ということもあると思います。これは、日南市章の事件の一商圏以上というようなことを 

意識されたのかなと思うんですけれども、やはり小川先生がおっしゃったように、もう少 

し書きぶりを変えたほうがよいのかなという感じ、印象を受けております。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

○木村商標審査基準室長 確かに、「一定範囲」はどのレベルなのかという議論はありま 

して、４条１項６号の条文自体を見ると多様な主体が入っています。国もしくは地方公共 

団体、これは、国というのは我々特許庁も含めて国ですけれども、地方公共団体、先ほど 

御説明しましたが、都道府県、市町村といったところまで入ってきます。そうすると、市 

町村レベルでも、この４条１項６号が適用され得るということになりますと、そういった 

ところで、この「著名なもの」というのはどういうものが想定されるのか。地方公共団体 

で著名なもの、例えば市町村レベルでどうかということになりますと、かなり狭い範囲で 

著名だという場合も多分あると思うので、そこが、ちょっとなかなか事務局としても書き 

ぶりが難しいなということで「一定程度」という形にしたんですけれども、それは、確か 

に御指摘のとおりですので、ここについては、またいろいろ御意見をいただきながら、書 

きぶりは検討していきたいと思います。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 その他いかがですか。 

 林先生、お願いします。 

○林委員 今回、４条１項６号を前倒しして検討しているのはオリンピックとの関係があ 

ると思うのですが、その点で、まだ実際に使われていない、著名になっていないけれども、
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一旦、使われれば需要者にオリンピックを想起させるような、想起させるであることが明 

らかなようなもの、例えばオリンピックの開催年と開催地を組み合わせたようなもの、こ 

れを６号で処理するのか、他の条文に振り分けるのかということが気になっています。い 

ずれにしても、そういったものを何か制約しなければいけないというのは、国としてオリ 

ンピックを招致したときの約束になっていると思いますので、それをどこで担保するのか。 

資料３「国、地方公共団体等の著名な標章の審査基準について（案）の「３．商標審査基 

準改定のイメージ」の（５）「著名なもの」のの書きぶりからすると、既に著名になって 

いなければいけないようなので、そうすると、それは６号の問題にはしないという御判断 

なのかなとも推測するのですが、その辺はいかがでしょうか。 

○小塚座長 ありがとうございます。 

 これは何か、原案としてお考えはありますか。 

○木村商標審査基準室長 一般論で言うと６号に該当しないようなもの、例えば著名でな 

いようなもので国とか国際信義に反するようなものについては、一般条項ですけれども、 

４条１項７号の適用とかそういったものも考えられますので、そこは案件に応じて柔軟に 

対応していくことでいいのではないかと思います。 

○小塚座長 林先生の御指摘は、例えばオリンピックのキャラクターなどは、発表した瞬 

間には著名ではない、つくった委員会しか知らない。たちまち著名になっていくのだと思 

うのですけれども、そのようなわけで、その瞬間には「著名」の中で読んで――公表した 

瞬間に、事柄の性質上、ある意味で著名になっているのだというふうに見て適用していく 

というのは１つの考え方だということでしょうし、そうでないのであれば、一定期間は６ 

号で保護できない期間があるのだということにもなりそうなので、そこを読み込んでいく 

かどうかという御指摘ですね。 

○林委員 はい。あとは、これは６号では無理かとは思うのですが、アンブッシュマーケ 

ティングのような、オリンピックという言葉は出さないけれども、それを完全に想起させ 

るようなものが出てくることに対して、これまでの開催国ではそれぞれ対応してきていま 

すので、我が国としてどうするかという問題もあります。ここで御質問することではない 

ことかもしれないんですけれども、関連する質問であります。 

そういった意味で、（６）の「同一または類似の商標」にも、先ほどと同様に、「取引

の実情」、「社会通念上の同一性」という用語も入れて判断するということがわかるように

しておいたほうがいいのではないかと思っております。 
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○小塚座長 ありがとうございました。 

 そのほかの先生方、御意見ございますでしょうか。 

 田中先生、小川先生の順でお願いします。 

○田中委員 今の関連で一言だけ申し上げますと、商標実務では困った場合には７号が出 

てくるのですけれども、全体の法体系から見ても、商標の分野では公序良俗違反が多いと 

言われておりますので、７号を余り振り回すのはどうかという感じがします。解釈上、運 

用上可能であれば、できるだけ個別の条項で処理すべきですので、６号の適用が可能であ 

れば、なるべくそちらのほうに誘導すればよろしいのだろうと思います。 

○小塚座長 ありがとうございます。 

 それでは小川先生、お願いします。 

○小川委員 ６号の規定ぶり、特に「著名」という用語のところは、特許庁が商標行政と 

して本当にやりたいことができなくなっているような気がします。この委員会の場で言う 

話ではないんですが、ぜひ次の改正のときには、この「著名」という用語を「周知」とい 

う概念に置きかえたらいかがですか。そうすれば、すんなりやりたいことができると思い 

ます。以上です。 

○小塚座長 ありがとうございます。これは林先生の大きな御発言とともに、特許庁とし 

てはどこかで受けとめていただくということで、当ワーキンググループのマンデートを超 

えておりますので、御意見として承っておきます。 

そのほかはいかがでしょうか。。 

 そのほかはいかがでございましょうか。 

 外川先生、お願いします。 

○外川委員 また今の関連でしつこいですけれども、この条文の解釈として「著名なも 

の」の「著名」というのが、今後、明らかに蓋然性として著名になり得るというものにつ 

いては含むという解釈も、審査基準の範囲ではできるのではないかと思うのですが、公序 

良俗よりは――公序良俗も、今出たてのときに本当に公序良俗違反かということがありま 

すので、むしろ６号で読み込んだほうが平和じゃないかと思います。 

○小塚座長 ありがとうございます。 

 加藤先生、お願いします。 

○加藤委員 この「著名」というところなんですけれども、やはり４条１項８号にいう 

「著名」との関係が気になります。先月出されました「金比羅」に関する判決においても、 
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４条１項８号の「著名な略称」ということが認定されていましたけれども、宗教法人の略 

称として「著名」という４条１項６号にも該当したのかなというような感じも個人的には 

考えておりまして、そうしますと、同じ「著名」というもの、それから「略称」というも 

の、特に宗教法人なんかの場合には両方にかかわってきますので、この「著名」というも 

のの意義ということは、ちょっと深く考えたいなというふうに考えておりますが、いかが 

でしょうか。 

○小塚座長 ありがとうございます。具体的にこういう方向というような御意見がござい

ますか、加藤先生。 

○加藤委員 ８号につきましては、「国際自由学園」で示された考え方に私は賛成をして 

おりますが、４条１項６号に関しましては、また立法趣旨が異なりますので、全く同じで 

よろしいのかどうかというところは、もう少し考えさせていただければと思います。 

○小塚座長 ありがとうございます。 

 そのほか御意見をお持ちの先生はいらっしゃいますでしょうか。 

 それでは、きょういただきました御意見をまとめますと、まず後ろからいきまして

（６）の「同一または類似の商標」の解釈については、これは 11 号よりも類似であると 

認められる場合が明らかに多いという御指摘でして、この原案の書きぶりは改めていただ 

きたいという御意見が強いということです。 

それから（５）の「著名なもの」については、第１に、「必ずしも全国的な需要者の間 

に認識されるに至っていなくても」というところまではいいとして、その後をどう受ける 

か。これは、一委員としての私の感覚としても「一定範囲の需要者」と書かなくてもいい 

のではないか。「全国的な需要者の間に認識されるに至る必要はない」という部分を切っ 

てしまってもよいのではないかと思いますが、その点も含めて、御検討をいただきたい。 

 この問題についての第２のポイントとしては、著名になる蓋然性が非常に強いというよ 

うなものについてどう扱うか、読み込むかどうかということを検討していただきたいとい 

うことです。 

 それから第３点として、加藤先生から８号との関係も整理する必要があるかもしれない 

ということでした。 

 その他の点は、おおむね御了解いただきまして、ただ、国、地方公共団体が実施する事 

業の名称というものについて現在の位置でよいか、これは取り上げる場所が（３）でよい 

かという御指摘がありました。 
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 というようなことでございますので、これらの御意見を踏まえて文案にして――これは、

いつ、どの回で出す予定になっていますか。次回、文案にして出されますか。 

○木村商標審査基準室長 次回に出します。 

○小塚座長 それでは、次回に文案として御提示していただけるということですので、そ 

の際に御審議をよろしくお願いいたします。 

 

５．次回のスケジュール等について 

 

○小塚座長 本日議論したいことは、以上をもちまして終了ですので、次回のスケジュー 

ルについて御案内をいただきます。 

○青木商標課長 本日は、熱心な御議論をありがとうございました。ちょっと私から一言 

だけコメントをさせていただきます。 

先ほど林委員から、オリンピック標章についてのアンブッシュマーケティングへの対

応ということで御指摘がありましたけれども、それについては私どもも、オリンピックを

東京に招聘するということで日本政府としていろいろコミットメントしているということ

は十分認識しておりまして、商標の審査の場面において、そういったオリンピック標章の

適切な保護、あるいは適切でない商標の登録の防止という視点では、私ども、この４条１

項６号も含めまして、現行の法令の範囲内で適切・適正な審査をしていくということで徹

底しております。 

 それから、田中委員から御指摘があった４条１項７号を余り振り回さないようにという 

御指摘については、これも私ども、しっかり認識して、判例でも示されている幾つかの類 

型に該当するものについて適用するという考え方で、ほかの、例えば出所の混同とか、あ 

るいは類似とか、そういった現行の他の規定で適用できるものを優先して適用して、その 

上で判例等に従った４条１項７号の適用をするように審査を徹底しております。 

 簡単でございますが、２点コメントをさせていただきました。 

 それで、次回のスケジュールでございますが、次回の第 12 回商標審査基準ワーキング

グループは９月 17 日を予定しております。詳細につきましては、追って御連絡を申し上

げます。 

○小塚座長 ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして第 11 回の商標審査基準ワーキンググループを閉会とさせ
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ていただきます。本日は、どうも熱心な御議論をありがとうございました。 

 

６．閉     会 

 


